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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

３ 当社は、関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

４ 第76期中、第78期中、第76期、第77期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載してお

りません。 

５ 第77期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、1株当たり中間純損失であり、また、潜在株式がないため記載して

おりません。 

６ 平成16年３月９日開催の取締役会の決議により平成16年５月20日付で、１株を1.1株に分割しております。 

７ 平成17年２月18日開催の取締役会の決議により平成17年５月20日付で、１株を1.1株に分割しております。 

８ 純資産額の算定に当たり、第78期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

  

回次 第76期中 第77期中 第78期中 第76期 第77期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 4,989,729 4,307,194 5,159,655 11,895,140 11,203,842 

経常利益 (千円) 718,685 280,194 347,890 2,019,164 1,465,706 

中間(当期)純利益又は中
間純損失（△） 

(千円) 435,893 △539,293 180,189 1,296,590 123,338

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 

発行済株式総数 (株) 7,513,761 8,265,137 8,265,137 7,513,761 8,265,137 

純資産額 (千円) 10,213,329 10,241,719 10,779,512 10,933,456 10,894,485 

総資産額 (千円) 16,281,431 16,022,819 20,559,053 16,956,514 17,018,882 

１株当たり純資産額 (円) 1,371.94 1,251.42 1,317.71 1,467.51 1,331.72 

１株当たり中間(当期)純
利益又は中間純損失
（△） 

(円) 58.54 △65.88 22.03 172.62 15.07

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 18.00 ― 18.00 36.00 36.00

自己資本比率 (％) 62.7 63.9 52.4 64.5 64.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 89,711 △839,996 △1,250,641 3,090,308 614,450

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △469,321 △705,456 △2,208,070 △1,044,224 △1,608,234

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △347,006 △341,470 3,504,632 △687,920 △552,470

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 2,336,451 2,534,734 2,921,260 4,421,656 2,875,349

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
365 
(238) 

405
(255) 

467
(255) 

371 
(243) 

400
(258) 



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあり

ません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成18年９月30日現在) 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数の( )内は臨時従業員等の当中間会計期間の平均雇用人員(外数)であります。 

３ 従業員が当中間期において増加しておりますが、その主な理由は業容の拡大によるものであります。 

  

(2) 労働組合の状況 

a 名称    デンカ生研株式会社労働組合 

b 上部団体  ありません。 

c 結成年月日 昭和27年８月26日 

d 組合員数  310名（平成18年９月30日現在） 

e 労使関係  労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 467(255) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や金融政策による金利上昇の懸念など、景況に対する不安定要因があ

ったものの、企業収益の改善を背景に民間設備投資が増加し、景気はゆるやかな回復基調が続きました。 

一方、国内医薬品業界におきましては、保険点数の引下げによる価格競争激化など、経営環境はますます厳しさを増しており

ます。 

このような経営環境のもと、当社は従来顧客への拡販と新規顧客の開拓に注力してまいりました。主力製品であるインフルエ

ンザワクチンの９月の出荷が好調だったことに加え、新規事業である化学発光検査試薬が順調に推移し、売上高は前年同期に比

べ852百万円増収の5,160百万円(前年同期比19.8%増)となりました。 

収益面では、増収による数量効果はあったものの、インフルエンザワクチンのコストアップならびに新型インフルエンザワク

チンの臨床試験費用の負担増により、営業利益は前年同期に比べ75百万円増益の356百万円(前年同期比26.6%増)、経常利益は前

年同期に比べ68百万円増益の348百万円(前年同期比24.2%増)、中間純利益は前年同期に比べ719百万円増益の180百万円となりま

した。 

  

各部門の営業の概況は、次のとおりです。 

  

〈国内ワクチン部門〉 

主力製品であるインフルエンザワクチンの９月の出荷が好調に推移した結果、売上高は前年同期に比べ277％増の大幅な増収

となり、当部門の売上高は、日本脳炎・三種混合ワクチンは減収となりましたが、前年同期に比べ176.0％増収の1,517百万円

(前年同期比968百万円増)となり、大幅な増収となりました。 

  

〈国内検査試薬部門〉 

価格競争が厳しい臨床化学検査試薬および免疫血清検査試薬は、保険点数の引下げがありましたが、化学発光検査試薬が堅

調に推移した結果、仕入商品を含めた売上高は、前年同期に比べ2.3％増収の1,238百万円（前年同期比28百万円増）となり、

ほぼ前年同期並みとなりました。 

細菌検査試薬ならびに一般生物検査試薬は、前年同期に比べ1.1％増収の557百万円（前年同期比6百万円増）となり、ほぼ前

年同期並みとなりました。 

ウイルス検査試薬では、主力製品であるインフルエンザ検査試薬の出荷が減少したことにより、前年同期に比べ32.9%減収の

543百万円（前年同期比267百万円減）となりました。 

以上の結果、当部門の売上高は前年同期に比べ9.1％減収の2,338百万円（前年同期比233百万円減)となりました。 

  
〈海外部門〉 

海外市場は国内市場に比べ一層の拡大が期待できることから、成長戦略の重要事業として拡販に注力しております。当中間

期は、海外大手ユーザー向け免疫血清検査試薬および化学発光検査試薬が堅調に推移いたしました結果、当部門の売上高は、

前年同期に比べ9.9％増収の1,304百万円（前年同期比118百万円増）と、昨年度に引き続き堅調に推移しております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、329百万円の税引前中間純利益を計上し、減価償却費656百万円、仕入債務の増加額595

百万円等の増加要因はありましたが、売上債権の増加額658百万円、たな卸資産の増加額1,709百万円、法人税等の支払い等によ



り1,251百万円（前年同期比411百万円増）のマイナスとなりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、ワクチン製造設備および検査試薬製造棟の設備投資を実施した結果、2,208百万円（前

年同期比1,503百万円増）の資金を使用しました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、銀行借入金の返済200百万円、配当金の支払い295百万円等がありましたが、ワクチン

原液製造設備等の投資資金に充当するため、平成18年7月に4,000百万円の借入を実行した結果、3,505百万円（前年同期比3,846

百万円増）の収入となりました。 

以上の結果、当中間会計期間末における現金及び現金同等物は2,921百万円（前年同期比387百万円増）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間会計期間における商品仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％) 

ワクチン 4,368,044 175.6 

免疫血清検査試薬 1,738,640 131.9 

臨床化学検査試薬 787,806 86.2 

細菌検査試薬 516,303 91.3 

ウイルス検査試薬 529,529 58.5 

一般生物検査試薬 140,918 97.2 

検査試薬計 3,713,196 96.5 

合計 8,081,240 127.6 

事業部門 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

ワクチン 13,383 96.3 

検査試薬 19,298 50.9 

合計 32,681 63.1 



(4) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

  

(注) １ 最近２中間会計期間における輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合 

  

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％) 

ワクチン 1,509,149 279.1 

免疫血清検査試薬 1,549,757 120.8 

臨床化学検査試薬 802,926 91.0 

細菌検査試薬 521,423 98.3 

ウイルス検査試薬 580,618 67.9 

一般生物検査試薬 138,956 101.4 

検査試薬計 3,593,681 97.4 

製品計 5,102,830 120.7 

ワクチン 13,554 89.7 

検査試薬 43,271 68.5 

商品計 56,825 72.6 

合計 5,159,655 119.8 

事業の種類別の名称 

前中間会計期間 当中間会計期間 

輸出高(千円) 割合(％) 輸出高(千円) 割合(％) 

ワクチン 5,950 1.1 5,355 0.4 

免疫血清検査試薬 676,020 52.7 885,250 57.1 

臨床化学検査試薬 325,796 36.9 272,721 34.0 

細菌検査試薬 113,712 21.4 101,129 19.4 

ウイルス検査試薬 44,739 5.2 37,212 6.4 

一般生物検査試薬 2,811 2.1 2,239 1.6 

検査試薬計 1,163,078 31.5 1,298,552 36.1 

製品計 1,169,028 27.6 1,303,907 25.6 

ワクチン ― ― ― ― 

検査試薬 17,032 27.0 105 0.2 

商品計 17,032 21.8 105 0.2 

合計 1,186,060 27.5 1,304,011 25.3 



２ 最近２中間会計期間における主要な輸出先別の割合 

  

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、固有の経営資源として、細菌やウイルスの原株を保有するとともに、これらに関する培養技術やバイオテ

クノロジーなどの特殊な技術を保有しております。 

更にこれらの技術を基とした分析技術・測定技術を応用して、新しい検査試薬・検査手法の開発を目指しておりま

す。 

これらの研究開発は大学・国立研究機関との共同研究を中心に進めておりますが必要に応じて専門メーカーとも連

携しながら行っております。開発部門はこれら関係先と綿密に連携し、かつ当社独自の技術力の向上を図りながら製

品開発を進めております。 

当中間会計期間における主な研究成果としては、新型インフルエンザワクチンの臨床試験および既販売製品である

クイックＳ－インフルＡ・Ｂ「生研」の操作性ならびに検出感度を改良した新製品の開発等があり、当中間会計期間

における研究開発費の総額は799百万円となっております。 

輸出先 前中間会計期間(％) 当中間会計期間(％) 

欧州地域 75.6 71.2 

アジア地域 12.3 11.9 

北米地域 11.6 16.1 

その他地域 0.5 0.8 

合計 100.0 100.0 

相手先 

前中間会計期間 当中間会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

武田薬品工業㈱ 98,610 2.3 710,355 13.8 

アステラス製薬㈱ 215,386 5.0 566,354 11.0 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設、除却等 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 工事内容につきましては、主に製造の合理化および品質向上を図るための工事でありますが、一部能力増強を含みます。

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 投資額(千円) 完了年月 
完成後の 
増加能力 

新潟工場 
(新潟県五泉市) 

ワクチン製造設備 1,990,000 平成18年４月 ―

鏡田工場 
(新潟県五泉市) 

検査試薬製造設備 834,312 平成18年６月 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 27,322,700 

計 27,322,700 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月18日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 8,265,137 8,265,137
ジャスダック証券
取引所 

― 

計 8,265,137 8,265,137 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

― 8,265,137 ― 1,000,000 ― 635,773 



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

（注） 上記のほか当社保有の自己株式85千株（1.02％）があります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

電気化学工業株式会社 東京都中央区日本橋室町２－１－１ 5,544 67.08 

デンカ生研従業員持株会 東京都中央区日本橋茅場町３－４－２ 141 1.71 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２－27－２ 122 1.47 

株式会社みずほ銀行 東京都中央区晴海１－８－12 81 0.97 

株式会社第四銀行 東京都港区浜松町２－11－３ 81 0.97 

資産管理サービス信託銀行株式
会社（投信Ｂ口） 

東京都中央区晴海１－８－12 52 0.63

エイチエスビーシー バンク 
ピーエルシー アカウント ア
トランティス ジャパン グロ
ース ファンド 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店） 

２ COPTHALL AVENUE,LONDON,EC２R ７DA UK 
  
  
 （東京都中央区日本橋３－11－１） 
  

50 0.61

中央三井信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 48 0.58 

清河 淑子 富山県魚津市 41 0.49 

橋本 峯子 東京都世田谷区 40 0.48 

計 ― 6,199 75.00 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式59株及び証券保管振替機構名義の株式66株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）
普通株式    84,600 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,127,600 81,276 ― 

単元未満株式 普通株式    52,937 ― ― 

発行済株式総数 8,265,137 ― ― 

総株主の議決権 ― 81,276 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
デンカ生研株式会社 

東京都中央区日本橋茅場
町三丁目４番２号 

84,600 ― 84,600 1.02

計 ― 84,600 ― 84,600 1.02 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,975 2,900 2,890 2,885 2,995 3,300 

最低(円) 2,840 2,780 2,635 2,650 2,730 2,960 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

   なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)

の中間財務諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)の中間財務諸表については、みすず監査法人および太陽ＡＳＧ監査法人により中間監査を受けて

おります。 

なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称をみすず監査法人に

変更しております。 

また当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

前中間会計期間 中央青山監査法人 

当中間会計期間 みすず監査法人および太陽ＡＳＧ監査法人 

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせな

い程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。 

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

①資産基準 0.1％

②売上高基準 0.0％

③利益基準 3.6％

④利益剰余金基準 0.1％



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金   2,534,734    921,260   2,875,349    

２ 受取手形 ※４ 422,078    316,198   661,806    

３ 売掛金   2,590,151    3,788,157   2,784,962    

４ たな卸資産   3,475,546    4,364,874   2,655,916    

５ 繰延税金資産   611,443    424,142   561,221    

６ 未収消費税等 ※２ 107,595    100,704   ―    

７ 関係会社預け金   ―    2,000,000   ―    

８ その他   99,724    132,273   151,403    

貸倒引当金   △12,953    △17,649   △14,821    

流動資産合計     9,828,320 61.3  12,029,960 58.5   9,675,837 56.9

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産                

(1) 建物 ※１ 
※３ 1,922,248    2,707,404   1,839,068    

(2) 機械及び装置 ※１ 
※３ 1,290,507    3,143,893   1,204,501    

(3) 建設仮勘定   1,128,100    721,419   2,399,161    

(4) その他 ※１ 
※３ 1,248,669 5,589,523 1,264,633 7,837,348 1,245,112 6,687,842 

２ 無形固定資産     120,750   197,844    153,197  

３ 投資その他の資産                

(1) 繰延税金資産   343,614    352,739   363,987    

(2) その他   140,612 484,226  141,161 493,900  138,018 502,005  

固定資産合計     6,194,499 38.7  8,529,093 41.5   7,343,045 43.1

資産合計     16,022,819 100.0  20,559,053 100.0   17,018,882 100.0

                 



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形 ※４ 1,168,216    1,299,444   642,732    

２ 買掛金   563,522    592,791   443,542    

３ 一年以内返済予定の 
  長期借入金   400,000   1,200,000 400,000   

４ 未払金   26,629    80,792   1,094,595    

５ 未払費用   620,462    687,628   889,411    

６ 未払法人税等   9,885    13,155   405,440    

７ 賞与引当金   420,419    411,985   376,221    

８ 返品調整引当金   87,772    108,776   50,174    

９ 設備関係支払手形 ※４ 812,489    1,008,790   349,994    

10 その他   14,599    21,704   16,421    

流動負債合計     4,123,994 25.7  5,425,065 26.4   4,668,531 27.4

Ⅱ 固定負債                

１ 長期借入金   1,000,000    3,800,000   800,000    

２ 退職給付引当金   575,736    505,610   567,689    

３ 役員退職慰労金 
  引当金   70,370   37,866 77,177   

４ その他   11,000    11,000   11,000    

固定負債合計     1,657,106 10.4  4,354,475 21.2   1,455,865 8.6

負債合計     5,781,100 36.1  9,779,540 47.6   6,124,397 36.0

           

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     1,000,000 6.2  ― ―   1,000,000 5.9

Ⅱ 資本剰余金                

 資本準備金   635,773    ―   635,773    

資本剰余金合計     635,773 4.0  ― ―   635,773 3.7

Ⅲ 利益剰余金                

 １ 利益準備金   108,299    ―   108,299    

２ 任意積立金   1,441,567    ―   1,441,567    

３ 中間(当期) 
未処分利益   7,208,690   ― 7,871,320   

利益剰余金合計     8,758,556 54.7  ― ―   9,421,186 55.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    2,054 0.0 ― ―   3,190 0.0

Ⅴ 自己株式     △154,665 △1.0  ― ―   △165,664 △1.0

資本合計     10,241,719 63.9  ― ―   10,894,485 64.0

負債・資本合計     16,022,819 100.0  ― ―   17,018,882 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ―   1,000,000 4.9   ―  

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金   ―    635,773   ―    

(2) その他資本剰余金   ―    98   ―    

資本剰余金合計     ―   635,871 3.1   ―  

３ 利益剰余金                

(1) 利益準備金   ―    108,299   ―    

(2) その他利益剰余金                

特別償却準備金   ―    79,674   ―    

別途積立金   ―    1,300,000   ―    

繰越利益剰余金   ―    7,818,895   ―    

利益剰余金合計     ―   9,306,867 45.2   ―  

４ 自己株式     ―   △166,623 △0.8   ―  

株主資本合計     ―   10,776,116 52.4   ―  

Ⅱ 評価・換算差額等                

 その他有価証券 
  評価差額金    ― 3,396   ― 

評価・換算差額等 
合計    ― 3,396 0.0   ― 

純資産合計     ―   10,779,512 52.4   ―  

負債純資産合計     ―   20,559,053 100.0   ―  

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     4,307,194 100.0  5,159,655 100.0   11,203,842 100.0

Ⅱ 売上原価     2,141,912 49.7  2,569,590 49.8   5,817,589 51.9

売上総利益     2,165,282 50.3  2,590,066 50.2   5,386,253 48.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,884,390 43.8  2,234,417 43.3   3,926,766 35.1

営業利益     280,893 6.5  355,648 6.9   1,459,487 13.0

Ⅳ 営業外収益 ※１   9,388 0.2  10,236 0.2   22,705 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   10,087 0.2  17,995 0.3   16,487 0.1

経常利益     280,194 6.5  347,890 6.8   1,465,706 13.1

Ⅵ 特別損失 ※３   1,211,842 28.1  19,215 0.4   1,316,347 11.8

税引前中間(当期) 
純利益又は税引前 
中間純損失（△） 

   △931,648 △21.6 328,675 6.4   149,359 1.3

法人税、住民税 
及び事業税   5,181   5,318 314,662   

過年度法人税、住民
税及び事業税   ―    ―   79,817    

還付事業税   54,229    5,019   54,229    

法人税等調整額   △343,308 △392,355 △9.1 148,187 148,486 2.9 △314,229 26,021 0.2

中間(当期)純利益又
は中間純損失（△）    △539,293 △12.5 180,189 3.5   123,338 1.1

前期繰越利益     7,747,983   ―    7,747,983  

中間(当期) 
未処分利益    7,208,690 ―   7,871,320 

                 



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本

資本金 
資本剰余金 

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 資本準備金 その他資本

剰余金 
資本剰余金
合計 

特別償却
準備金 別途積立金

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

1,000,000 635,773 ― 635,773 108,299 141,567 1,300,000 7,871,320 9,421,186

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当(注)       ― △294,508 △294,508

特別償却準備金の 
取崩(注) 

      ― △43,560 43,560 ―

特別償却準備金の 
取崩 

      ― △18,334 18,334 ―

中間純利益       ― 180,189 180,189

自己株式の取得       ―   ―

自己株式の処分     98 98   ―

株主資本以外の項目 
の中間会計期間中の 
変動額(純額) 

         

中間会計期間中の変動 
額合計(千円) 

― ― 98 98 ― △61,893 ― △52,426 △114,319

平成18年９月30日残高 
(千円) 

1,000,000 635,773 98 635,871 108,299 79,674 1,300,000 7,818,895 9,306,867

  
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

△165,664 10,891,295 3,190 3,190 10,894,485

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当(注)   △294,508 ― △294,508

特別償却準備金の 
取崩(注) 

  ― ― ―

特別償却準備金の 
取崩 

  ― ― ―

中間純利益   180,189 ― 180,189

自己株式の取得 △1,190 △1,190 ― △1,190

自己株式の処分 232 330 ― 330

株主資本以外の項目 
の中間会計期間中の 
変動額(純額) 

  206 206 206

中間会計期間中の変動 
額合計(千円) 

△958 △115,179 206 206 △114,973

平成18年９月30日残高 
(千円) 

△166,623 10,776,116 3,396 3,396 10,779,512



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         
１ 税引前中間(当期)純利益 
  又は税引前中間純損失（△）  △931,648 328,675 149,359

２ 減価償却費   404,708 655,698 778,779 

３ 固定資産除却損   12,227 2,715 16,142 

４ 貸倒引当金の増減額   △2,290 2,828 △421 

５ 退職給付引当金の減少額   △616 △62,079 △8,663 

６ 役員退職慰労金引当金の減少額   △38,893 △39,311 △32,086 

７ 賞与引当金の増減額   7,071 35,763 △37,127 

８ 返品調整引当金の増減額   28,842 58,601 △8,756 

９ 支払利息   5,303 15,224 11,078 

10 為替差損   ― 10 52 

11 役員賞与の支払額   △11,490 ― △11,490 

12 売上債権の増減額   532,475 △657,587 97,937 

13 たな卸資産の増減額   △333,864 △1,708,958 485,765 

14 仕入債務の増加額   655,979 594,574 280,657 

15 その他の資産の増加額   △123,975 △82,506 △123,192 

16 その他の負債の減少額   △521,107 △2,234 △507,945 

          小計   △317,278 △858,587 1,090,088 

17 利息の支払額   △10,282 △8,085 △11,940 

18 法人税等の支払額   △512,436 △388,989 △517,926 

19 法人税等の還付額   ― 5,019 54,229 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △839,996 △1,250,641 614,450 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 有形固定資産の取得による支出   △690,078 △2,172,324 △1,545,928 

２ 無形固定資産の取得による支出   △16,793 △36,345 △65,962 

３ 貸付金の回収による収入   1,415 599 2,014 

４ その他   ― ― 1,642 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △705,456 △2,208,070 △1,608,234 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 長期借入れによる収入   ― 4,000,000 ― 

２ 長期借入金の返済による支出   △200,000 △200,000 △400,000 

３ 自己株式の処分による収入   ― 330 ― 

４ 自己株式の取得による支出   △7,505 △1,190 △18,505 

５ 配当金の支払額   △133,965 △294,508 △133,965 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △341,470 3,504,632 △552,470 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― △10 △52 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △1,886,921 45,911 △1,546,307 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   4,421,656 2,875,349 4,421,656 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高  2,534,734 2,921,260 2,875,349

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 

１．資産の評価基

準及び評価方法 

(1) 有価証券 

  子会社株式 

   移動平均法による原

価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により、売却原価は

移動平均法により算定) 

  

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

(2) たな卸資産 

総平均法による原価法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により、売却原価

は移動平均法により算

定) 

時価のないもの 

同左 

  

(2) たな卸資産 

同左 

(1) 有価証券 

  子会社株式 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より、売却原価は移動

平均法により算定) 

  

時価のないもの 

同左 

  

(2) たな卸資産 

同左 

 

２．固定資産の減

価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

(2) 無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 

３．引当金の計上

基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権は貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権及

び破産更生債権は個別

に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給

する賞与に充てるた

め、支給見込額を計上

しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

(3) 返品調整引当金 

販売したたな卸資産

の返品による損失に備

えるため、法人税法の

規定に基づく繰入限度

相当額(法定繰入率)の

ほか、特定の製品に対

して返品可能性を勘案

した所要額を計上して

おります。 

(3) 返品調整引当金 

同左 

(3) 返品調整引当金 

同左 

 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５

年)による定額法により

翌事業年度から費用処

理することとしており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき計上して

おります。 

  

  

  

数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５

年)による定額法により

翌事業年度から費用処

理することとしており

ます。 

(5) 役員退職慰労金引当金 

役員退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく中間期末要支

給額を計上しておりま

す。 

(5) 役員退職慰労金引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労金引当金 

役員退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。 

４．リース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係わる方法に準じた会

計処理によっておりま

す。 

同左 

  

同左 

５．中間キャッシ

ュ・フロー計算

書（キ ャ ッ シ

ュ・フロー計算

書）における資

金の範囲 

手許現金、要求払預金

及び取得日から３ヶ月以

内に満期の到来する流動

性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な

投資を含めております。 

同左 同左 

６．その他中間財

務諸表（財務諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項 

  

消費税等の会計処理につ

いて 

税抜方式によっており

ます。 

消費税等の会計処理につ

いて 

同左 

消費税等の会計処理につ

いて 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は10,779,512千円で

あります。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

  

― 

― （自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

当中間会計期間から、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18年８月11日

企業会計基準第１号）及び「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 最終改正 平成18年８月

11日 企業会計基準適用指針第２

号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

  

― 

  



表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

（中間貸借対照表） 

１ 前中間会計期間まで流動資産の「その他」に含め

て表示しておりました「未収消費税等」は、金額的

重要性が増したため区分掲記することに変更しまし

た。 

  なお、前中間会計期間における「未収消費税等」

の金額は16,517千円であります。 

２ 前中間会計期間まで有形固定資産の「その他」に

含めて表示しておりました「建設仮勘定」は、資産

の合計額の100分の5を超えることになったため区分

掲記することに変更しました。 

  なお、前中間会計期間における「建設仮勘定」の

金額は14,000千円であります。 

― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額           6,440,797千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額           7,180,845千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      6,730,341千円 

※２ 消費税等の取扱 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

未収消費税等として表示して

おります。 

※２ 消費税等の取扱 

同左 

※２       ― 

※３ 過年度に取得した有形固定資

産のうち国庫補助金による圧

縮記帳額は、建物69,222千

円、機械及び装置、その他の

有形固定資産199,969千円で

あり、貸借対照表計上額は、

この圧縮記帳額を控除してお

ります。 

※３     同左 ※３      同左 

※４           ― ※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理しております。 

   なお、中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手

形が、中間会計期間期末残高

から除かれております。 

   受取手形    40,242千円 

   支払手形    237,285 

   設備関係支払   770,307 

手形  

※４           ― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息・ 
配当金 

229千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息・
配当金 

1,585千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息・
配当金 

445千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 5,303千円

ゴルフ会員権 
評価損 

100 

たな卸資産 
廃棄損 

649 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 15,224千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 11,078千円

※３ 特別損失の主要項目 

たな卸資産廃棄損の内訳は 

検定不合格となりましたイン

フルエンザワクチンと販売見

込がなくなりました日本脳炎

ワクチンであります。 

固定資産 
除却損 

15,744千円

たな卸資産 
廃棄損 

1,063,373 

過年度特許 
実施料 

132,222 

※３ 特別損失の主要項目 

固定資産
除却損 

19,215千円

※３ 特別損失の主要項目 

たな卸資産廃棄損の内訳は 

検定不合格となりましたイン

フルエンザワクチンと販売見

込がなくなりました日本脳炎

ワクチンであります。 

固定資産
除却損 

16,142千円

たな卸資産
廃棄損 

1,153,331 

過年度特許
実施料 

146,371 

減価償却実施額 

有形固定資産 396,071千円

無形固定資産 8,637 

減価償却実施額 

有形固定資産 646,150千円

無形固定資産 9,548 

減価償却実施額 

有形固定資産 761,105千円

無形固定資産 17,673 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

  

  

２．自己株式に関する事項 
  

（変動事由の概要） 

増加数は単元未満株式の買取りによるものであります。 

減少数は単元未満株式の売り渡しによるものであります。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 8,265,137 － －      8,265,137 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 84,365 412 118        84,659 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式     294,508  36 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年10月27日 

取締役会 
普通株式    147,249 

繰越利益 

剰余金 
 18 平成18年９月30日 平成18年12月１日 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

  

現金及び預金
勘定 

2,534,734千円

現金及び現金 
同等物 

2,534,734千円

現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日) 

現金及び預金
勘定 

921,260千円

関係会社預け
金 

2,000,000千円

現金及び現金
同等物 

2,921,260千円

現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成18年３月31日) 

現金及び預金
勘定 

2,875,349千円

現金及び現金
同等物 

2,875,349千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 
  

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（千円） 

中間期末
残高 
相当額 
（千円）

その他の 
有形固定 
資産 

437,359 170,872 266,487

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 
  

(注)     同左 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額 
相当額 
（千円）

中間期末
残高 
相当額 
（千円）

その他の 
有形固定 
資産 

564,982 251,412 313,570

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
  

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

取得価額
相当額 
（千円）

減価償却 
累計額 
相当額
（千円） 

期末 
残高 
相当額
（千円） 

その他の
有形固定
資産 

493,402 218,709 274,692

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注)未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

１年内 87,517千円

１年超 178,970千円

合計 266,487千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注)     同左 

１年内 110,919千円

１年超 202,651千円

合計 313,570千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

(注)未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

１年内 96,455千円

１年超 178,237千円

合計 274,692千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 43,994千円

減価償却費 
相当額 

43,994千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 54,130千円

減価償却費
相当額 

54,130千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 91,769千円

減価償却費
相当額 

91,769千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていないその他有価証券 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていないその他有価証券 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていないその他有価証券 

  

  取得原価(千円)
中間貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

株式 1,931 5,380 3,449 

  中間貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 5,000 

  取得原価(千円)
中間貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

株式 1,931 7,632 5,701 

  中間貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 5,000 

  取得原価(千円)
貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

株式 1,931 7,286 5,354 

  貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 5,000 



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

関連会社がないため、該当事項はあ

りません。 

同左 同左 



 (１株当たり情報) 

  

  

(注) １ １株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失の算定上の基礎 

  

 ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

３ 株式分割について 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 当社は、平成17年５月20日付で１株を1.1株に分割いたしました。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額  1,251.42円 １株当たり純資産額  1,317.71円 １株当たり純資産額  1,331.72円 

１株当たり中間純損失   65.88円 １株当たり中間純利益   22.03円 １株当たり当期純利益  15.07円 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、１株当たり中

間純損失であり、また、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間(当期)純利益又は中間純

損失(△) 
△539,293千円 180,189千円 123,338千円 

普通株式に係る中間(当期) 

純利益又は中間純損失(△) 
△539,293千円 180,189千円 123,338千円 

普通株式の期中平均株式数 8,185,655株 8,180,585株 8,183,902株 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

純資産の部の合計金額 － 10,779,512千円 － 

純資産の部の合計額から控除
する金額 

－ － － 

普通株式に係る中間期末の純
資産額 

－ 10,779,512千円 － 

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末普通株式
の数 

－ 8,180,478株 － 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額          1,247.22円 １株当たり純資産額          1,334.10円 

１株当たり中間純利益           53.22円 １株当たり当期純利益          156.93円 



(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、需要拡大が続いているインフルエンザワクチンの生産能力を増強するとともに組織培養 法インフルエンザワ

クチンの開発を推進するため、新潟工場（新潟県五泉市）内に、インフルエンザワクチンの原液製造設備と組織培養法

によるインフルエンザワクチンのパイロット・プラントを増設することを、平成18年４月28日の取締役会で決定いたし

ました。 

  
１．目的 

当社の主力製品であるインフルエンザワクチンは、鳥インフルエンザの発生等により社会的な関心が高まり、その需

要は年々増加しております。 

当社は、従来より設備改造により段階的に生産能力の増強を図ってまいりましたが、現状設備では、これ以上の能力

増強は難しいため、新設備を増設することで、需要の拡大に応えることといたしました。 

また、組織培養法インフルエンザワクチンの研究を推進するため、パイロット・プラントを併せて新設することとい

たしました。 

  

２．新工場の概要 

  

(1) 所 在 地 新潟県五泉市南本町１－２－２ 
(2) 主 な 設 備 インフルエンザワクチン原液製造設備ならびに組織培養法インフルエンザワクチ

ンのパイロット・プラント(４階建て・約6,000㎡) 
(3) 生 産 能 力 約1,000万本/年 
(4) 工 期 着工予定 平成18年５月 

完成予定 平成19年４月 (ただし、稼働開始は平成21年度の予定) 
(5) 投 資 金 額 3,920百万円 



(2) 【その他】 

第78期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）中間配当については、平成18年10月27日開催の取締役会

において、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額       147,248,604円 

② １株当たりの中間配当金         18円00銭 

③ 支払請求権の効力発効日及び支払開始日 平成18年12月１日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第77期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月30日関東財務局長に提出。 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１９日

デ ン カ 生 研 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているデンカ生研株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、デンカ

生研株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 田 信 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

デ ン カ 生 研 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているデンカ生研株式会社の平

成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第７８期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、デンカ生研

株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 滝 上 由 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      

太陽ＡＳＧ監査法人 

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 多 田 公 彦 

      

  業務執行社員 公認会計士 大 村   茂 
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